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制度改正の趣旨・背景
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改正の概要等



質の高い福祉サービスの確保と、社会福祉事業等の安定した経営基盤の確立を両立するため、多様で複雑な福祉ニーズに対応した包括的な支援体制を強化します。改正の趣旨

施行日: 令和９ 年４ 月１ 日が原則ですが、改正事項によって異なります。（ 各改正事項を参照ください。）

改正の概要

⑴ 小規模市町村における包括的な支援体制の整備

小規模市町村における包括的な支援体制の整備を促進する事業を新設するとともに、地域住民の支援等を検討する会議を全市町村で設置できるようにします。

※ 福祉各分野の相談支援・地域づくり事業の配置基準を分野を超えた基準へ柔軟化し、地域住民の取組との協働を促進します。

⑵ 特定地域サービス、特定地域居宅サービス等事業の創設／介護予防・地域の支え合いの推進に向けた拠点機能の強化

中山間・人口減少地域において、地域の実情に応じた配置基準や包括的な評価の仕組みを導入できる特例介護サービスの類型（ 特定地域サービス） を新設します。また、地域

のサービス提供主体が少ない場合に、市町村が事業として居宅介護サービス等を実施できる「特定地域居宅サービス等事業」を創設します。あわせて、事業者間の連携強化や事業

継続の仕組みを構築、介護予防と地域の支え合いを一体的に実施する拠点事業を新設します。

⑶ 頼れる身寄りがいない高齢者等への支援の充実

頼れる身寄りがいない高齢者等に対する日常生活支援、入院等の手続支援、死後事務支援を第二種社会福祉事業に位置付けるとともに、相談体制の整備を図ります。

⑷ 成年後見制度等の適切な利用の支援

成年後見制度や地域の権利擁護事業の適切な利用を支援する中核機関として、市町村が「地域権利擁護相談支援センター」を設置できるようにします。

⑸ 有料老人ホーム制度の見直し

中重度等の要介護者を入居させる有料老人ホームについて、都道府県等への登録制度を導入します。また、その入居者に対する相談支援を行う「登録施設介護支援」を新設し、

利用者負担を求めます。

⑹ 介護保険事業（ 支援） 計画の見直し

介護サービス量等の中長 期推計および医療・介護連携に関して介護保険事業（ 支援） 計画を見直すとともに、電子資格確認の導入など、介護被保険者証に関する見直しを行

います。

１ ． 地域の実情に応じた包括的な支援体制の拡充

⑴ 福祉人材確保と介護現場の生産性向上等の推進

福祉人材確保のための協議会の設置を都道府県の努力義務とするとともに、生産性向上や経営改善支援等の取組促進を国および都道府県の責務とし、当該取組の促進のため、

関係者の連携を図る協議会を設置します。

⑵ 介護福祉士養成施設卒業者の経過措置の見直し

令和13年度までの介護福祉士養成施設卒業者については、経過措置として卒業後５ 年間は資格を持てることとします。また、准介護福祉士資格を廃止します。

⑶ ケアマネジャー（ 介護支援専門員） の更新制の廃止

介護支援専門員（ ケアマネジャー） の更新制を廃止し、法定研修の見直しを行います。

２ ． 福祉人材の安定的な確保および定着支援

⑴ 社会福祉連携推進法人制度の活用推進

社会福祉連携推進法人が実施できる業務を追加します。また、社会福祉法人解散時の残余財産の帰属先に地方公共団体を追加します。

⑵ 災害時に高齢者等を支える福祉支援体制の強化

災害派遣福祉チーム（ DWAT） として活動する人材登録制度を整備します。

３ ． 支援基盤の強化等
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中山間・人口減少地域では、「高齢者人口の減少」「生産年齢人口の減少による介護人材の確保の困難」が進んで

おり、必要なサービスを維持するため、地域の実情に応じて柔軟なサービス提供を可能とする仕組みを設けることが必要

となっています。

特に、これらの地域における訪問介護については、「利用者の事情による突然のキャンセル」「利用者宅間の移動に係る負担」「季節による

繁閑」などにより、年間を通じた安定的な経営が難しく、サービス基盤の維持が課題となっています。

見直 し内 容

中山間・ 人口減少地域（ ※１ ） の事業所の実情を踏まえて、

選択可能な新たな給付や事業を 創設し ま す。

特定地域居宅サービ ス 等事業
（ 地域支援事業）

特定地域サービ ス
（ 介護（ 予防） 給付）

現行（ 指定サービ ス ）

中山間・ 人口減少地域中山間・ 人口減少地域全国地域

国の基準（ ※） をも と に
市町村が決定

国の基準（ ※） に従い、
都道府県等が条例で規定

国の基準に従い、
都道府県等が条例で規定

人員配置
基準

事業費（ 市町村が委託）
中山間・ 人口減少地域の
事業所の実情を踏ま えた

介護報酬

全国一律の介護報酬報酬等

特定地域サービス （ 介護給付） に
おける 報酬分に加えて、

通常の圏域を超える 移動経費等
を含めて、 事業費と し て支払い

報酬等
イ メ ージ

居宅サービス 等居宅・ 施設サービ ス 等居宅・ 施設サービス等類型

市町村から 委託等市町村に登録指定
対象事業所
の手続き

特定地域居宅サービス 等事業の活用が考えら れる ケース

A市

B市

通常の訪問エリ アを 超えて訪問 他のサービ ス 事業所から 訪問

通所介護等

＋

１ 回○○円
月○○○円/人

（ 包括的な評価）

C市

出来高 包括的な評価を選択可能

① 特定地域サービ ス（ ※２ ）

・ 包括的な評価（ 月当たり 定額報酬） の導入

・ 人員配置基準の弾力化（ ※３ ）

（ 管理者・ 専門職、 夜勤職員の要件の緩和等）

② 特定地域居宅サービ ス 等事業
・ 市町村が、 給付に代えて、 介護保険財源を 活用し て

（ 地域支援事業と し て） 事業費で委託

（ ※１ ） 国において、 高齢者の人口密度や高齢者人口の減少などに着目し

た一定の客観的な基準を設定

（ ※２ ） 障害福祉分野においても 同様の見直し を行う 。

（ ※３ ） 職員の負担や質の確保への配慮を前提。

訪問機能

3

施行日: 令和９ 年４ 月１ 日

新たに創設

（ ※） 省令等に規定する 予定
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高齢化や人口減少が進む中、地域の支え合いを強化することが重要です。

「通いの場」を拠点として、介護予防と分野を超えた支援を一体的に進めます。

見 直 し内 容

「 通いの場」 を 拠点と し て、 介護予防の取組に加え、
次のよ う な取組を 行いま す。

分野を 超えた連携の事例

事例①  子育てサーク ルの活動支援

 障害・ 子育て・ 生活困窮に関する 総
合的な相談窓口の設置

事例②  子ど も 食堂の開催

 専門職によ る
生活困窮者向けの
相談会の開催

地域の介護予防の拠点と し て、 体操、 会食、 多世代交流 等の多様な通いの場の取組に加え、

 地域にある 通いの場の支援（ サテラ イ ト 運営、 移動手段の確保 等）

 地域ニーズに応じ て機能を 拡充し （ 子ど も 食堂、 障害者支援、 困窮者支援 等） 、 こ ど も ・ 障害等の分野を 超えた連携を 促進し ま す。

こ れによ り 、 地域の支え合いを 効果的に下支えする ネッ ト ワ ーク の構築を 進めま す。

（ 注） こ の拠点を運営する 事業を地域支援事業（ 総合事業） に位置付け、 基本機能に関する 事業については介護保険財源を充当する 。

4

施行日: 令和９ 年４ 月１ 日

通いの場

通いの場
通いの場

通いの場

介護予防と 地域の
さ さ えあいを 一体的にサポート する 拠点◆付加機能

・ 地域ニーズに応じ た活動
（ こ ども ・ 障害・ 生活困窮 等）

地域さ さ えあい
ネッ ト ワ ーク と 連携

※付加機能は各事業の財源において運用。

介護予防と 地域の
さ さ えあいを 一体的にサポート する 拠点

拠点と し ての機能
・ 地域の通いの場の支援・ 運営
・ 身近な場所での介護予防を

支える 取組

◆
基
本
機
能

住民主体の通いの場の機能

・ 介護予防の取組

専門機関
医療機関

サポート サポート サポート サポート

行政機関介護事業所

地域包括
支援セン タ ー
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●有料老人ホームには、

・住まいと介護サービスを一体的に提供する「介護付きホーム」（ 介護保険指定あり）

・必要な介護サービスは外部事業所を利用する「住宅型ホーム」

の２ 類型があります。

近年、多様な介護ニーズの受け皿として重要性が高まる中、中重度の要介護者の増加などにより、両者は機能的

に近接しています。しかし、制度上の位置付けには顕著な差があり、その均衡確保が課題となっています。

●「住宅型ホーム」では、併設・隣接事業所の利用への限定・誘導等による入居者の主体的な選択の制約・過剰

な介護サービスの提供といった、いわゆる「囲い込み」の課題も指摘されています。

有料老人ホームについて

有料老人ホーム （ 施設数: 約2万5千棟、 定員数: 約95万名） *１

「 住宅型」 有料老人ホーム
●施設数: 約２ 万棟（ う ち、 サ高住（ 注） 約7千棟）

●定員数: 約6 3 万名（ う ち、 サ高住 約24万名）

「 介護付き 」 有料老人ホーム （ 特定施設* 2）

●施設数: 約5 千棟（ う ち、 サ高住 約800棟）

●定員数: 約3 2 万名（ う ち、 サ高住 約3万8千名）

＊1 有料老人ホーム
老人福祉法に基づく 高齢者向けの居住施設です。 食事や介護な

どのサービス を提供し ま す。 都道府県等への事前届出が必要です。

＜①～④のいずれかを提供＞
①食事の提供 ②介護（ 入浴・ 排泄・ 食事） の提供
③洗濯・ 掃除等の家事の供与 ④健康管理

※ 運営・ 人員基準なし （ ガイ ド ラ イ ンのみ）
※ サービス 付き 高齢者住宅についても 、 上記①～④を提供する

場合は有料老人ホームに該当

＊２ 特定施設入居者生活介護
介護保険法に基づき 、 都道府県等の指定を受けて、 有料老人

ホームが介護サービス を直接提供する 仕組みです。

※ 居宅サービス 、 日常生活上の世話、 機能訓練、 療養上の世話を包括的に
提供。

※ 介護報酬で運営・ 人員基準、 利用者保護を担保。

7

（ 注） サービ ス 付き 高齢者向け住宅（ サ高住） は、 高齢者住ま い法に基づき 、 都道府県の登録を
受けて、 介護・ 医療と 連携し 高齢者を 支援する サービ ス を 提供する 、 バリ アフ リ ー構造等を
有し た住宅です。 ※少なく と も 状況把握・ 生活相談サービ ス を 提供。
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いわゆる 「 囲い込み」 対策の強化

① 事業者間の独立性の確保
登録制対象（ ＊） の「 住宅型ホーム」 について、
・ 相談支援（ ケアマネジメ ント ） 事業者
・ 介護サービス 事業者
の独立性を確保する 措置（ ※２ ） を導入し ま す。

（ ※２ ） 特定の介護サービス 事業者の利用を入居要件と する こ と の禁止、
ケアマネジメ ント の独立性確保に係る 方針の策定・ 公表、 会計の区分経理 等

② 新たな相談支援類型の導入
登録制対象の「 住宅型ホーム」 の入居者に対し 、 ホームと 対等
な立場で
・ ケアプラ ン作成
・ 地域生活相談（ 地域活動等の参加への支援）
を包括的に提供する 新たな相談支援類型を導入し ま す（ ※３ ） 。
（ 登録施設介護（ 予防） 支援）

（ ※３ ） 当面の間、 既存の居宅介護支援事業者は、 新たな指定申請を不要と する予定

③ 入居者紹介事業に係る 認定制度の創設
有料老人ホーム協会によ る 入居者紹介事業の優良事業者認定制度
を創設し ま す。

① 基準・ 規制の整備
登録制対象（ ＊） の「 住宅型ホーム」 及び「 介護付き ホーム」 に
ついて、
・ 運営・ 人員基準（ ※４ ）

・ 利用者保護に関する 規制
を導入し ま す。

（ ※４ ） 現行の標準指導指針を遵守し ている ホームにと って、 過度な負担と なら
ない水準と する こ と を想定

② 適切な支援・ サービ ス 利用確保の責務
登録制対象（ ＊） の「 住宅型ホーム」 に対し 、
・ 新たな相談支援類型によ る 適切な相談支援
・ 適切な介護サービス の利用
を確保する 責務を規定し ま す。

③ 新たな相談支援類型の導入（ 再掲 ※左記参照）

④ 利用者負担の均衡
新たな相談支援類型については、
「 介護付き ホーム」 等との均衡の観点から、利用者負担（ 原則と し て
１ 割） を求めま す（ ※５ ） 。

（ ※５ ） 費用徴収に伴う 事務負担軽減の方法を周知予定

見 直 し内 容

有料老人ホーム全体の質を底上げし、利用者が安心して選択・利用できる制度へ見直します。

登録制の導入

有料老人ホームのう ち、 中重度の要介護者など 、 特に入居者保護の必要性が高い方を 入居対象と する ホーム （ ※１ ） について、

入居者保護の観点から 、 登録制を 導入し ま す。
（ ※１ ） 対象ホームは、 入居対象者の要件によ り 判断。 現存する 有料老人ホームの大半が対象と なる こ と を想定。

老人福祉法

「 住宅型」 と 「 介護付き 」 の制度上の均衡確保

老人福祉法

介護保険法

介護保険法

介護保険法

老人福祉法

老人福祉法

老人福祉法

8

施行日: 令和９ 年４ 月１ 日、 法律の公布後２ 年以内に政令で定める 日又は法律の公布後３ 年以内に政令で定める 日（ 円滑な移行のための所要の経過措置を設ける ）

（ ＊） 登録制の対象と はなら ないホームについても 、 所要の見直し を行う 。
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①～③の各主体の間の独立性・ 透明性を 制度上担保

＜新たな相談支援の類型（ 登録施設介護（ 予防） 支援） のイ メ ージ＞

※ 特定施設入居者生活介護（ 介護付き 有料老人ホーム） では、 ①～③を 一体的に提供（ 外部型の場合は、 ①・ ②を 提供する ほか、 ③を 委託によ り 提供）

ホーム 入居者

② 登録施設介護（ 予防）

支援事業者

① 登録住宅型ホ ーム
事業者

③ 介護サービ ス
事業者

・ ケアプラ ン作成

・ 介護サービ ス の調整

・ 地域生活相談

（ 地域活動等の参加への支援）

・ 居室・ 食事の提供等

対等な立場で
情報共有

（ 本人の生活状況
の聴取等）

入居契約
（ 介護保険外）

↓

契約に基づく
利用料

利用契約
（ 介護保険給付対象）

↓
契約に基づく

利用料

サービ ス 利用契約
（ 介護保険給付対象）

↓
契約に基づく

利用料

9

有料老人ホームの見直しにあわせて、入居者に対するケアマネジメント の独立性を担保し、入居者のケアプラン作成と

地域とのつながりへの支援を一体的に行う新たな相談支援の仕組みを創設します。

介護サービ ス の
調整＋地域と の
つながり を 支援

※ケアマネジャ ーの中立・ 公正な立場が損なわ
れる こ と のないよ う 配慮。

地域活動等
（ 参加・ 交流（ ※） ）
（ ※） 本人の意思を

踏ま え て

参加・ 交流

12



2 0 4 0 年頃には、高齢者人口がピークを迎えると見込まれています。地域ごとに高齢化の進み方やサービス需要には

差があり、将来を見据えた計画づくりがこれまで以上に重要となっています。

見 直 し内 容

① 中長 期的なサービ ス 見通し を必須化
市町村・ 都道府県が策定する 介護保険事業（ 支援） 計画において、

 介護サービス 量の中長 期的な推計

 将来に向けたサービス 提供体制の確保に関する 施策

を必ず記載する こ と と し ま す。

2040年に向けて、 介護サービス 提供体制に関する 地域課題の解決を図り ま す。

② 医療介護連携の状況等を 勘案する こ と を 明確化
市町村が策定する 介護保険事業計画において、

● 医療と 介護の連携の状況

● 有料老人ホームやサービス 付き 高齢者向け住宅など の入居定員

を勘案する こ と と し ま す。

介護サービス 見込量について、 地域全体の実態に即し た見通し を立てま す。

③ 人材確保・ 生産性向上・ 経営改善の取組を 明確化（ ※）

都道府県が策定する 介護保険事業支援計画において、 介護現場における

● 人材確保 ● 生産性向上 ● 経営改善

に向けた取組と 目標を明記し ま す。

将来にわたり 安定的にサービス を提供でき る 体制を整えま す。

将来のサービ ス 需要の変化を見据え、 地域ごと の状況に応じ た介護サービ ス 提供体制を計画的に整備し ま す。

1 0

施行日: 令和９ 年４ 月１ 日

※ 障害福祉分野においても 同様の見直し を 行う 。
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協議会のイメージ図（ 介護分野の例）

介護の担い手となる世代の人口が減少する中、将来にわたり必要な介護サービスを安心して受けられる体制を整備することが

重要な課題となっています。

人材の確保・定着に加え、現場の業務負担を軽減し、働きやすい環境を整える取組を進めること、職員への投資の充実が

求められています。また、地域ごとに人材状況や課題が異なることから、関係者が情報を共有し、協働して解決に取り組む仕

組みが必要です。

見 直 し内 容

① 福祉人材確保のための協議会の設置

公的機関や地域の事業者、 養成施設など が集ま り 、 地域の人材状況や課題を共有し 、

具体的な確保策を検討・ 実行する 協議会の設置を都道府県の努力義務と し ま す。

② 生産性向上等の取組の促進を 図る 協議会の設置（ ※１ ）

公的機関や事業者団体など が集ま り 、 介護現場における 生産性向上や経営改善に向けた課題（ ※２ ）

を共有し 、 その解決に向けた施策を検討する 協議会の設置を都道府県の義務と し ま す。

事業者団体・ 職能団体

市町村

介護福祉士養成施設等

※障害福祉分野も 同様の見直し を行う 。

介護生産性向上総合相談センタ ー

福祉人材センタ ー
（ コ ーディ ネータ ー的役割）

介護労働安定セン タ ー

介護事業者

福祉人材確保の協議会
（ 努力義務）

介護のイ メ ージ 改善

理解促進

教育委員会

ハロ ーワ ーク

都道府県
（ 設置主体）

地域の事業者や関係団体が情報を 持ち寄り 、

人材不足や経営課題を 共有し ながら 、

実効性のある 改善策に取り 組みま す。

地域で課題を 共有し 、 協働で解決

生産性向上等に係る 協議会
（ 設置義務）

生産性向上等によ る 職場環境改善、 経営改善支援

1 1

施行日: 令和９ 年４ 月１ 日 ※障害福祉分野については、 法律の公布後３ 年以内に政令で定める 日

人材確保・ 定着
（ 外国人材の確保・ 定着を 含む）

（ ※１ ） 障害福祉分野も 同様の見直し を行う
（ ※２ ） 見守り 機器などの介護テク ノ ロ ジー

の活用、 事業所間の協働化など

14



介護福祉士は、専門的な知識と技術をもって心身の状況に応じた介護を行うことを業とする国家資格です。

介護現場において中核的な役割を担う人材の確保が求められる中、

国家資格としての信頼性の確保と質の向上を図るため、現在の経過措置を見直します。

見 直 し内 容

① 経過措置の要件の見直し

令和13年度ま での介護福祉士養成施設卒業者については、 経過措置と し て卒業後５ 年間は資格を 持てる こ と と し ま す。

卒業後６ 年目以降について、 ５ 年間介護の業務に従事し た場合に資格が継続する 仕組みは終了し ま す。

（ ※国家試験に合格すれば、 引き 続き 介護福祉士と し て活躍でき ま す。 ）

② 准介護福祉士資格の廃止
暫定的に設けら れていた准介護福祉士資格は廃止し ま す。

（ 既に資格を有し ている 方の資格は引き 続き 保持さ れま す。 ）

卒業後６ 年目以降卒業後１ ～５ 年目卒業時点

５ 年間従事の場合
介護福祉士介護福祉士 経過措置期間

（ 卒業後５ 年）
試験不合格

現行
（ ～令和８ 年度

卒業者） 従事し なかっ た場合
資格なし

国家試験に合格し なかっ た場合

資格なし
介護福祉士 経過措置期間

（ 卒業後５ 年）
試験不合格

見直し 後
（ 令和９ 年度～
13年度卒業者）

1 2

施行日: ①公布日、 ②令和９ 年４ 月１ 日 15



ケアマネジャーの更新制は、５ 年ごとの更新時に研修受講を義務付けることで、専門知識の向上を図る仕組みで
す。利用者にとって適切な介護サービスを提供するためには、研修を通じた資質の確保・向上が重要です。
一方で、更新制に紐付く研修は時間的・経済的な負担が大きいとの声もあり、研修の在り方について見直しが
求められていました。

見直 し内 容

① 更新制の廃止
研修受講を 要件と し た更新の仕組みを 廃止し ま す。

② 研修の在り 方の見直し
専門職と し ての質の確保・ 向上は引き 続き 重要であり 、 定期的な研修の受講は継続し ま すが、 柔軟に受講でき る よ う にし ま す。

（ ※） あわせて、 現行の再研修に代わっ て、 離職後に生じ た制度変更等の知識のアッ プデート を目的と し た、 簡素な研修の仕組みを新設予定

③ 事業者の役割の明確化
事業者に対し ても 、 従事する ケアマネジャ ーが研修を 受講でき る よ う 、 必要な措置を 講ずる 義務を 課し ま す。

（ 例: 受講時間の確保、 受講状況の確認 等）

 研修受講を 要件と し た資格更新の仕組みを 廃止

 一度交付を 受けた資格は、 期限によ り 失効する

こ と はなく なり ま す。

時間研修科目

3介護保険制度及び地域包括ケアシス テムの今後の展開

講義 2ケアマネジメ ント の実践における 倫理

2リ ハビ リ テーショ ン及び福祉用具の活用に関する 理解

25ケアマネジメ ント における 実践事例の研究及び発表講義／演習

3 2合 計

現行の更新研修（ ２ 回目以降の場合） 見直し 後に定期的に受講する 研修のイ メ ージ

 一定期間（ 例: ５ 年間） の間に、 任意のタ イ ミ

ン グで分割し て受講でき る 仕組みと し ま す。

 初回の更新研修相当の研修など を 中心に、 全体

の時間数の縮減を 検討し ま す

 国によ る 教材の一元作成や（ ※） 、オンラ イ ン受

講を 推進し ま す。
（ ※） 研修の内容についても、直近の制度改正・報酬改定の内容など最

新の知識が学べるように見直し、研修の質の確保を図ります。

 資格更新の要件と し ての研修

 32時間の研修を 決めら れた日（ 概ね４ ～９ 日前後） に受講

1 3

施行日: 法律の公布後１ 年６ 月以内に政令で定める 日 16



■ 社会福祉法関係

 多様な生活課題に対応できる支援体制づくりのために、市町村が積極的に取り組むべき施策を明確化する。

 課題を抱える地域住民の支援内容の検討等を行う会議体（ 支援会議） を全ての市町村で設置可能 とする。また、重層的支援体制整備

事業実施計画の記載事項に、事業の目標・評価に関する事項を追加するとともに、 計画の定期的な見直しを行うこととする。

 福祉事務所を設置していない町村において、生活困窮者や家族等からの相談に応じ、必要な情報の提供・助言や、都道府県と

の連絡調整、都道府県が実施する自立相談支援事業の利用の勧奨等（ 一次相談事業） の実施に努めることとする。

 福祉分野にとどまらず、消費者行政（ 消費者ト ラブルへの対応など） ・防災（ 災害発生前からの連携） との連携を推進するため、

地域福祉（ 支援） 計画に記載する事項として位置付ける。

1 6

■介護保険法関係

 介護保険施設（ 特別養護老人ホーム等） の事業廃止時の手続きを厚生労働省令に規定する。

 夜間対応型訪問介護を廃止し、定期巡回・随時対応型訪問介護看護と統合する。

 介護被保険者証について、電子資格確認を導入するとともに、資格喪失時の被保険者証の返還義務等を見直す。

 要介護認定等の申請代行が可能である者について、ケアマネジャーの配置が指定基準となっている事業者・施設（ ※） を追加する。

（ ※） 認知症Ｇ Ｈ、小規模多機能型居宅介護、看護小規模多機能型居宅介護 等

 一部の福祉用具について貸与と販売の選択制を導入したことを踏まえた、特定福祉用具販売に関する規定の整備を行う。
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• 地方自治体において、地域の実情や特性に即した取組を創意工夫しながら実施
• 地方自治体の計画策定に際しての柔軟な運用（既存の介護保険事業計画等との一体的な策定など）
• ①行政職員が､認知症カフェ等様々な接点を通じて､認知症の人や家族等と出会い･対話する､②ピアサポート活

動や本人ミーティング等の当事者活動を支援する、③認知症の人や家族等の意見を起点として､施策を立案、
実施、評価する。

• 基本法に明記された共生社会の実現を目指す。
• 認知症の人本人の声を尊重し、「新しい認知症観」※に基づき施策を推進する。

※①誰もが認知症になり得ることを前提に、国民一人一人が自分ごととして理解する。②個人としてできること･やりたいこと
があり､住み慣れた地域で仲間と共に､希望を持って自分らしく暮らすことができる。

⇒ ①「新しい認知症観」に立つ､②自分ごととして考える､③認知症の人等の参画･対話､④多様な主体の連携･協働

• 次の４つの重点目標に即した評価指標を設定︓①「新しい認知症観」の理解、②認知症の人の意思の尊重、
③認知症の人・家族等の地域での安心な暮らし、④新たな知見や技術の活用 

• 評価指標は、重点目標に即して、プロセス指標、アウトプット指標、アウトカム指標を設定

• 施策は、認知症の人の声を起点とし、認知症の人の視点に立って、認知症の人や家族等と共に推進する。
⇒ 以下の12項目を設定︓①国民の理解､②バリアフリー､③社会参加､④意思決定支援・権利擁護､⑤保健医療･福
祉､⑥相談体制､⑦研究､⑧予防､⑨調査､⑩多様な主体の連携､⑪地方公共団体への支援､⑫国際協力

前文／Ⅰ 認知症施策推進基本計画について／Ⅱ 基本的な方向性

Ⅲ 基本的施策

Ⅳ 第１期基本計画中に達成すべき重点目標等

Ⅴ 推進体制等

【位置付け】共生社会の実現を推進するための認知症基本法（令和５年法律第65号。以下「基本法」という。）に基づく国の認
知症施策の基本計画。これに基づき、地方自治体は推進計画を策定（努力義務)。

認知症施策推進基本計画の概要

1 22

【参考】　


